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第 1 監査の種別  

財政援助団体監査（地方自治法第１９９条第７項）  

 

第 2 監査の対象  

団体名  一般社団法人奥島根弥栄  

所管の部課名  弥栄支所産業建設課  

 

第 3 監査の目的  

 平成 29 年度に実施した財政援助団体監査（以下「前回調査」とい

う。）の結果報告において、指摘事項又は意見とした事項（以下「指

摘事項等」という。）に対して講じた措置として提出を受けた事項に

ついて、対応措置が対象監査項目を満たすものになっていることの確

認及び有効に対応されているか改善状況を確認するものである。  

 

第 4 監査の着眼点  

1 補助金交付団体  

(1) 補助金交付申請書の提出、補助金の請求及び受領、実績報告

は適時に行われているか。  

(2) 補助事業は目的に沿って実施され、十分効果が上げられてい

るか。  

(3) 出納関係帳簿等の整備、記帳は適正にされ、領収書等の証拠

書類の整備、保存は適切にされているか。  

 

2 所管課  

(1) 補助金に係る事務は規則等に適合しているか。  

(2) 補助金の交付目的及び対象事業内容は明確 に さ れて い る か 。 

(3) 補助金の履行状況、対象経費、効果等が実績報告書等により

確認されているか。  

(4) 補助金交付団体への指導監督は適切に行われているか。  

 

第 5 監査の主な実施内容  

監査の着眼点に基づき、対象団体の補助金等に係る出納その他

の事務の執行状況について、関係資料の提出を求め、関係諸帳簿

等との照合を行った。その後、本監査を実施し、所管部署から聴
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取することにより指摘事項につ い て の 改善 状 況 の 確 認を 行 っ た 。 

 

第 6 監査の実施場所及び日程  

実施場所  団体事務所及び監査委員事務局  

監査日程  平成 30 年 12 月 25 日から平成 31 年 3 月 12 日まで  

 

第 7 フォローアップの結果  

 1 決算書類について  

指摘事項  決算報 告書 を確 認した とこ ろ、 売上 高に補 助

金が含 まれ て一括 計上 されて おり 、 営業売 上金

額と補 助金 額を別 々に 確認す るこ と ができ ない

様式となっている。また、団体の決算期を 9 月

として おり 、市の 会計 年度と は異 な るため 、補

助金の 効果 検証を 行う ための 、決 算 におけ る事

業 売 上 の 推 移 を 把 握 す る こ と が 容 易 に で き な

い。補 助金 を除く 事業 売上が 分か ら ない様 式で

は、経 営計 画、目 標等 を策定 する こ とが難 しい

と考え る。 決算書 類の 様式に つい て は、団 体及

び市の 双方 が確認 しや すい様 式と な るよう 見直

しの検討をされたい。  

措置回答  団体）決算書類の様式については、第 3 期（平

成 30 年 9 月 30 日まで）の決算より、石央商工

会 及 び税 理 士 と 相 談し 、 団 体 及 び市 の 双 方が 確

認しやすい様式となるよう改善する。  

 

市）団体及び市の双方が確認しやすい様式にな

るよう指導する。  

検証結果  決 算 報 告 書 の 補 助 金 計 上 方 法 に つ い て は 雑 収

入 に 補 助 金 収 入 が 計 上 さ れ る な ど し て 改 善 さ れ

ていることを確認した。  

補助事業と他事業の管理が同一であるため、補

助 事 業 対 象 の 支 出 等 を 確 認 し に く い も の で あ っ

た。  
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2 内部監査体制について  

指摘事項  従業員が少ないため、お互いの業務実施状況  

をチェ ック する内 部監 査体制 が整 備 できな い状

況とな って いる。 団体 の運営 には 市 が関わ り、

また、 多額 の補助 金を 交付し てい る 状況か ら、

内部監 査の 体制づ くり は市も 協力 し 、適切 な事

業執行が行われるよう取り組む必要がある。  

措置回答  団体）体制づくりについては、法人内部監査

を定期的に行い、適切な事業執行を目指す。  

 

市）適正な事業執行が行われるよう、協力する。 

検証結果  毎月 1 回監事による内部 監査が行 われている

ことを確認した。  

3 出納事務規定の整備について  

指摘事項  団体においては、事務処理規程、出張旅費規  

程を整 備し 組織の 適切 な運営 を図 っ ている が、

具体的 な経 理事務 に関 する規 程に つ いて整 備さ

れてい ない 。会計 業務 を正確 かつ 迅 速に処 理す

るため 、出 納事務 規程 を整備 し、 適 切な事 務執

行に努められたい。  

なお、 業務 委託 、物品 購入 等の 発注 先の選 定

におい ては 、入札 を行 い、経 済的 な 相手方 の選

定に努 めて いるが 、 1 者に限 定し て 発注し てい

る場合 も多 くあり 、そ の場合 は、 選 定の理 由を

明確にする必要がある。  

措置回答  団体）出納事務規程を整備した。  

団 体 ） 基本 的 に は 入 札 を 行 い、 経 済 的 な 相手

方の選定に努める。なお、1 社に限定して発注す

る場合は、選定理由について明確にする。  

 

市）業務委託、物品購入等の発注先の選定につ

いては、市の契約規則等に準じて行うよう指導す

る。  
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検証結果  経理規定が整備されていることを確認をした。 

 選 定 方 法 に つ い て 市 に 準 じ て 行 っ て い る こ と

を確認した。  

4 支払処理について  

指摘事項  業務委託料、物品購入費等の支払いについて、

請求書 を受 理後の 支払 い時期 が遅 い 支出伝 票が

見受け られ た。支 払い は、請 求内 容 を確認 後、

契約等 に基 づき速 やか に支払 いす る よう改 善さ

れたい 。な お、財 源不 足の状 況が 支 払遅延 の原

因とし てあ れば、 補助 金の交 付時 期 につい て所

管課と 協議 し、計 画的 に、円 滑な 事 業運営 が行

われるよう調整されたい。  

措置回答  団体）補助事業の委託料、物品購入費の支払遅

滞が生じないよう計画的に円滑な事業運営に努

める。  

 

市）補助金の交付時期については、財源不足の

状況が発生しないよう団体と協議し、必要に応じ

適切な事務処理のもと、交付する。  

検証結果   団 体 の 支 払 に つ い て は 概 ね 適 切 な 処 理 が さ れ

ていた。  

補 助 金 の 交 付 時 期 に つ い て 所 管 課 が 決 定 通 知

通りに支払の履行を行っていなかった。措置回答

通りの履行でないため、再度指摘する。  

5 補助金交付に係る指導監督について  

指摘事項  補助金 交付 申請 書、実 績報 告書 等の 書類を 確

認した とこ ろ、団 体名 の記載 不足 、 金額の 誤り

等が見受けられた。市が書類を受付する際には、

記 載 内 容 に 漏 れ や 誤 り が な い か 十 分 確 認 を 行

い、適 切な 事務処 理が 行われ るよ う 指導さ れた

い。支 出内 容につ いて は、実 績報 告 書の受 付の

際に団 体と 詳細な 確認 作業が 行わ れ ていた 。今

後も事 業の 進捗状 況、 経営状 況の 指 導監督 を十
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分行う とと もに、 団体 の運営 に当 た り市の 関与

が多大 なこ とから 、補 助金の 交付 終 了後に おい

ても、 経営 状況、 補助 金交付 の公 益 上の趣 旨が

十分継 続し て経営 され るよう 指導 助 言を行 われ

たい。  

措置状況  市）書類を受理する際には、記載内容の漏れや

誤りがないか、また適切な事務処理が行われてい

るか確認を徹底する。  

検証結果  補助事業についての指導、助言方法、実績報告

時の所管課の書類確認方法について確認した。  

 

第 8 監査意見  

 前 回 監 査 の 指 摘 事 項 に 対 す る 措 置 等 の 状 況 は お お む ね 適 正 な 対 応

がなされていた。しかし、改善の必要が認められる処理もあったため、

以下の意見とする。  

  

1 決算書類について  

団体が作成する決算関係書類等で補助金事業については、その  

事業ごとに管理することにより、実績報告等の書類作成が煩雑に

ならずに済み、補助事業の効果の検証も容易になると思われるた

め、預金通帳等を分けて管理するなど検討されたい。  

 

2 補助金交付手続きについて  

   補助金交付の処理手続きの中で、次のとおり不備が認められた。 

浜田市補助金等交付規則（以下「規則」という。）第 13 条第 1

項に補助事業の完了前交付について規定しており、その交付方法

については、浜田市補助金等交付規則運用基準（以下「運用基準」

という。）第 7 に規定してある。今回確認した補助金は、起案で

は平成 29 年 7 月に交付するとしてあり、事前に財政課長協議が

必要であることを規定した運用基準第 7 第 4 項に該当するが、所

管課の補助金等交付決定の起案文書には財政課の合議がなく、財

政課長と協議せずに補助事業完了前交付を決定している。  

補助金等交付決定通知書で平成 29 年 7 月交付として団体に通

知しているにもかかわらず、実際に交付したのは平成 30 年 4 月
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であり、交付決定通知書のとおり履行していない。規則第 13 条

第 2 項に補助事業者の交付請求について規定してあり、団体から

請 求 書 が 出 な い の で あ れ ば 所 管 課 は 請 求 書 の 提 出 に つ い て 指 導

する必要がある。  

  規則第 7 条には交付決定通知について規定してあり、また、規

則第 9 条には決定内容の変更等について規定してある。規則第 9

条の規定は補助団 体からの変更 に基 づいた規定ではあ るものの、

所 管 課 が 何 ら か の 事 情 に よ り 補 助 金 等 交 付 決 定 通 知 書 で 通 知 し

たとおりに補助金交付が履行できないのであれば、交付決定の変

更理由を付し、速やかに団体に通知する必要があると考えられる。

しかし、所管課は変更決定通知をしていない。  

  以上のことから、所管課は規則及び運用基準どおり事務処理を

適正に行われたい。  

 

 3 補助金交付に係る指導監督について  

  情 報 発 信 ツ ー ル と し て の ホ ー ム ペ ー ジ が 更 新 さ れ な い ま ま で あ

り、補助金を充てて作成しているので、効果の検証及び更新につい

ての指導を担当課は行う必要がある。  

  補助事業名に情報発信事業補助金としているのであり、顧客への

サービス向上、ブランド米奥島根のアピールのためにもホームペー

ジの更新を行い、情報を発信し続けるべきであり、また、担当課も

補助金効果検証のためにも、指導、助言をするよう強く望むもので

ある。   


